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事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

オンラインでの平和の取組みについて数値で評価できる指標であるため

市民の平和への取組みについて数値で評価できる指標であるため

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 11,214

・コロナ禍で対面形式の平和推進活動は実施が難しく、中止・縮小になるものがあり
ました。
・世界的にも平和への関心が高まっている背景があります。
・今後は若い世代に対して、平和の大切さや命の尊さをつなげていくための取組み
に重点を置き、インターネット上の資料館である「まつもと平和ミュージアム」の充
実、オンライン平和講習など、時代に即した平和推進活動に転換してまいります。

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

正規 9,108 1.2

②　人件費(千円） 9,108 人工

一般財源 2,106

利用者負担金

国・県

その他

①　事業費（千円） 2,106

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

7

実績値 4

指標の設定理由

目標値 18 7 7 7

4,295
１　次代への戦争記憶の継承及び若者の平和意識の醸成
　⑴　広島平和記念式典参加事業　…　中止
　　　 市内中学校2年生代表が、被爆地広島を訪れ、広島平和記念式典への参加や
　　被爆体験者の講話等を通して、平和の大切さや尊さを五感で感じ、平和意識の
　　高揚を図るもの
　⑵　小中学生平和ポスター展　…　中止
　　　 小中学生による「平和」を題材としたポスターの展示を通して、平和意識の高
　　揚を図るもの
　⑶　松本ユース平和ネットワーク　…　一部実施

２　市民の平和意識の高揚
　⑴　松本市平和祈念式典…規模を縮小し開催
　　　 平和への思い発表等を通して平和への思いを新たにしました。
　　また、平和の集いを同日開催し、まつもと子ども未来委員会によるメッセージ発
　　表、戦場カメラマンの渡部陽一氏によるオンライン講演を行いました。
　⑵　平和推進活動補助事業［事業費の１／２、上限５０千円］
　　　 地域等で行う平和関連活動事業に対する補助　４団体１４９，４３８円

達成度 143.2%

②　成果指標（指標名） 地域や市民団体が行う平和活動への補助件数

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値

達成度 22.2%

目標値 6,000 8,000 10,0003,000

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 まつもと平和ミュージアム（インターネット上の資料館）へのアクセス数

指標の設定理由

12,000

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 S61～
総合評価 Ｂ　松本市平和都市宣言の理念のもと、市民一人ひとりが命の尊さを考え、平

和への思いを共有し、市民社会に根付く平和を創るまち・松本の推進を図る
もの

＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 平和推進事業費

ー 主な取組み ○　多様な生き方を尊重する、差別のない都市の実現

会　計　名 一般会計 予算要求区分 政策的経費

部局名 総務部 課 名 平和推進課

事務事業名 平和推進事業
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 3-5 多様な人権・平和の尊重
市
長
公
約

公約 ４　防災・ＳＤＧｓ

５つの重点戦略



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

施設の利用状況を直接的に把握できるため

廃止今後の方向性：

合計コスト①+② 14,637

・長寿命化目途となる建築後40年が経過する令和9年度までに、施設の用途廃止
（貸館業務廃止）に向けた協議・調整を、（一社）松本市歯科医師会（指定管理者）、庁
内関係課（地域づくりの拠点、指定避難所）と継続中

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

正規 1,518 0.2

②　人件費(千円） 1,518 人工

一般財源 7,099

利用者負担金 4,450

国・県

その他 1,570

①　事業費（千円） 13,119

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値

指標の設定理由

目標値

1　指定管理者
　　（一社）松本市歯科医師会（特命指定、委託料方式）
　　（指定期間：平成29年4月１日～令和４年３月３１日）

２　施設の維持管理
　・指定管理料（11,730,000円）
　・エアコンファンモーター基盤等交換（212,300円）
　・消防設備修繕（264,000円）
　・電気設備ヒューズ交換・ＬＢＳメンテナンス （110,000円）
　・自動ドア装置取替修繕（313,500円）
　・防火設備定期点検（38,500円）
　・不動産鑑定評価手数料（451,000円）

３　指定管理者が行う業務内容
　・会議室等の貸出し
　・施設、設備の維持管理

達成度 60.0%

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 30

達成度

目標値 50 50 50 50 50

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 施設利用率

指標の設定理由

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 S62～
総合評価 Ｂ　駅前会館会議室の貸出し、施設等の維持管理について、指定管理者により

管理運営を行うもの
※（一社）松本市歯科医師会との区分所有施設
　・1階、4階　松本市所有
　・2階、3階　（一社）松本市歯科医師会所有

＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 駅前会館管理費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

部局名 総務部 課 名 行政管理課

事務事業名 駅前会館管理
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 817

・勤務条件に関する措置要求、不利益処分についての審査請求については、適切な
人事研修、また安定した労使関係が保たれていることもあり、これまで事例があり
ません。
・今後も人事関連情報の収集を行い、職員の利益保護を図り、公平な人事権を保障
するよう努めます。

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

正規 759 0.1

②　人件費(千円） 759 人工

一般財源 58

利用者負担金

国・県

その他

①　事業費（千円） 58

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値

指標の設定理由

目標値

１　公平委員会の所掌事務
　⑴　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、
　　必要な措置をとること。
　⑵　職員に対する不利益な処分についての審査請求に対して裁決すること。
　⑶　職員の苦情を処理すること。
　⑷　その他法律に基づき定められた事務を行うこと。

２　令和３年度実施状況
　⑴　松本市公平委員会の開催
　　　 ４月：押印廃止及び組織改正に伴う公平委員会規則改正、事務局職員異動
　　（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、会議は書面決議）
　⑵　委員研修等
　　ア　 長野県公平委員会連合会総会・研究会（開催中止、書面決議）
　　イ　 公平委員会連合会北信越支部総会・研究会（開催中止、書面決議）
　　ウ　 全国公平委員会連合会本部総会・研究会（開催中止、書面決議）
　⑶　措置要求等の状況
　　ア　 勤務条件に関する措置要求　　なし
　　イ　 不利益処分についての審査請求　　なし
　　ウ　 勤務条件その他職場における苦情等の相談　　なし

達成度

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値

達成度

目標値

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　

指標の設定理由

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価　職員の利益の保護、公正な人事権の行使を保障する公正・中立な第三者

機関として設置される公平委員会（委員３名）の運営を行うもの
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 公平委員会運営費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

部局名 総務部 課 名 行政管理課

事務事業名 公平委員会運営
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

行政行動指針２０２１－２０２５に示した取組方針であるため

指定管理者制度の推進状況を把握できるため

※ 過去の実績(18人増)に対する現在の実績(8人増)を達成率とした＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)欄参照＞。

部局名 総務部 課 名 行政管理課

事務事業名 行政改革推進
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約

５つの重点戦略

予算中事業名 行政改革推進費

ー 主な取組み

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価 Ｃ　新たな行政課題や多様化・複雑化する市民ニーズに対応するため、既存事

務事業の必要性や取組み方を常に見直し、その中で生み出される経営資源
を的確に再配分する。

＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

目標値 2,073 2,081 2,081 2,081 2,081

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 正規職員配当人数

指標の設定理由

指標の設定理由

目標値 196 196 196 196

１　実施内容
　　　「松本市行政行動指針２０２１－２０２５」に示す市役所組織の方向性を踏まえ、
　事務事業の見直しによる経営資源の最適化に取組む。
　⑴　行政改革見直し検討
　　　 現行の人員数を上限としながら、総合計画を推進し、新たな行政課題等に対応
　　する力を生み出すため、各部局等のプロジェクトチームを中心に積上げ方式によ
　　り事務事業の見直しに取り組む。
　⑵　指定管理者制度の推進
　　　 「公の施設」の管理・運営について、多様化する市民ニーズにより効果的に対応
　　するため、民間事業者の持つノウハウや活力を積極的に活用し、行政の効率化と
　　住民サービスの向上を図る。
２　主な活動実績<R４.4.1>
　⑴　行政改革見直し検討

　　　 正規職員2,0８１人[８人増※１] （前年度2,073人[１８人増※２]）

　　　 会計年度任用職員９７１人[１２人増]（前年度９５９人[１７人増※２]）
　　　 ※１  内５人はワクチン接種に係る増

　　　 ※２　中核市移行に係る増員を除いた増

　⑵　指定管理者制度の推進
　　　 公の施設数　　７０８（前年度７１７）
　　　 指定管理者制度導入対象施設数　１９６（前年度２００）
　　　 制度導入済施設数　　１７６（前年度１８０）
    　 ≪公営住宅法基づく管理代行制度導入施設　３７≫

達成度※ 44.4%

②　成果指標（指標名） 指定管理者制度導入施設数

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 2,081

達成度 89.8%

196

実績値 176

①　事業費（千円） 288

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国・県

その他

一般財源 288

利用者負担金

正規 22,770 3

②　人件費(千円） 22,770 人工

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

　職員配当数については、令和３年度の行政改革をもって、中核市移行、市政の重要
課題等に対応する要員配置が概ね完了したことから、今後は、「現行の人員数を上
限とすることを基本」とする定員管理に取り組む。
　指定管理者の選定については、公募を原則としており、類似都市と比較しても高
い公募率となっている（Ｒ4.４.１ 指定管理者制度導入施設の公募率　56.3％）。今
後は、モニタリング評価結果や財政効果などについて、改めて検証を行い、指定を更
新する場合は、公募による選定を更に推進する。

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 23,058



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

施設の利用状況を直接的に把握できるため

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 12,467

・500人規模を収容できる施設として維持管理を継続する（指定避難所）。
・地元の地域活性化につながる施設運営が必要
・建築後47年が経過しているが、施設長寿命化のための大規模改修には莫大な費
用がかかることから部分的な補修を行っていく。
・施設改修にあたっては、区分所有する消防署の統廃合計画に合わせて検討を行っ
ていく。

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

正規 1,518 0.2

②　人件費(千円） 1,518 人工

一般財源 10,594

利用者負担金

国・県

その他 355

①　事業費（千円） 10,949

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値

指標の設定理由

目標値

1　指定管理者
　　浅間温泉観光協会（特命指定、利用料金制委託料併用方式）
　　（指定期間：令和2年4月１日～令和７年３月３１日）

２　施設の維持管理
　・指定管理料（8,440,000円）
　・市民団体等利用促進（1,201,210円）
　・小型エレベーター修繕（119,900円）
　・非常用発電設備改修（880,000円）
　・屋内消火栓ホース取替（308,000円）

３　指定管理者が行う業務内容
　・会議室等の貸出し
　・施設、設備の維持管理

達成度 64.7%

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 22

達成度

目標値 34 34 34 34 34

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 施設利用率

指標の設定理由

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 S50～
総合評価 Ｂ　浅間温泉文化センター会議室の貸出し、施設等の維持管理について、指定

管理者により管理運営を行うもの
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 浅間温泉文化センター管理費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

部局名 総務部 課 名 行政管理課

事務事業名 浅間温泉文化センター管理
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

部局名 総務部 課 名 行政管理課

事務事業名 負担金
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略

予算中事業名 負担金

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価　地方自治体が直面する喫緊の行政上の諸課題について随時全国調査を実

施し、分析結果を会員団体に提供するもの
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

目標値

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　

指標の設定理由

指標の設定理由

目標値

１　地方行財政調査会負担金【事務局：時事通信社】　1,584,000円
　・地方行財政全般の調査研究（全20ジャンル）
　・税収、組織、人事・給与、財政等については定期調査実施

達成度

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値

達成度

実績値

①　事業費（千円） 1,584

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国・県

その他

一般財源 1,584

利用者負担金

正規 0 0

②　人件費(千円） 0 人工

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

・中核市移行後も、類似都市の情報収集に努め、行財政運営や政策立案にいかす。

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 1,584



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

収蔵文書・図書の閲覧及び複写利用者の実数値のため

部局名 総務部 課 名 行政管理課

事務事業名 文書館管理運営
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ５　市役所・住民自治

５つの重点戦略

予算中事業名 文書館管理運営費

ー 主な取組み ○　公文書管理のデジタル化、各種行政手続きのオンライン化

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 Ｈ１０～
総合評価 Ａ　公文書館法、松本市文書館条例等に基づき、歴史資料として重要な文書

（地域文書、非現用公文書、地図・航空写真、図書等）を収集・整理・保存及び
調査研究し、広く市民の利用（閲覧等）に供するもの

＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

目標値 250 250 250 275 275

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 文書館利用許可証の発行済数

指標の設定理由

指標の設定理由

目標値

１　収蔵文書の公開
　⑴　公文書　　　　　　60,487点
　⑵　地域文書　　　　 68,635点
　⑶　地図・航空写真       745点
　⑷　図書               13,020点
　
２　利用状況
　⑴　一般(閲覧･複写･その他)
　　　　　　　　　 　　　　　 1,076人
　⑵　文書館講座・文書館活用講座
       新型コロナウイルス感染拡大防止により、定員を減らし事前申込制により
    実施
　                       　　 　 226人
　⑶　視察・研修　　　　　　 107人

３ 文書に関する専門的な知識の普及・啓発
　⑴　文書館講座　　　　   　  7回
　⑵　文書館活用講座　  　   2回
　
４　資料集等の編纂及び刊行
　　『松本市史研究－松本市文書館紀要－』第32号

達成度 103.2%

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 258

達成度

実績値

①　事業費（千円） 7,041

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国・県

その他 448

一般財源 6,593

利用者負担金

正規 7,590 1

②　人件費(千円） 22,873 人工

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 3,203 4

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 12,080 4

・令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、学校等へ出張する出前講
座が増えた。引き続き学生の利用増に取り組んでいく。
・今後は、市文書保存年限の見直しに伴い、保存期間を経過した非現用公文書から
歴史公文書を選別し、文書館に移管することにより、庁内の文書整理を促進し公文
書管理のデジタル化を支援していく。
・令和４年度は、『松本市史研究』第33号等のデジタル化に取り組んでいく。

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 29,914



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

「監査の結果」及び「監査意見」に対する改善状況を把握できるため

※監査結果等は年度末に提出されるため、同一年度で措置ができるものは少ない。そのため、目標値は翌年度末時点での措置率とした。

部局名 総務部 課 名 行政管理課

事務事業名 包括外部監査
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略

予算中事業名 包括外部監査費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 R３～
総合評価 Ｂ地方公共団体の監査機能の独立性と専門性を強化するため、地方公共団体

の組織に属さない外部監査人に、独立した立場から高度な専門的知識に基
づく監査を委託するもの

＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

目標値※ － 80 80 80 80

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 監査結果等に対する措置率

指標の設定理由

指標の設定理由

目標値

１　実施内容
　⑴　包括外部監査契約の締結
　　　 包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告
　⑵　契約金額
　　　 11,951,500円を限度とする額
　⑶　契約相手方
　　　 包括外部監査人　　公認会計士　岩渕　道男

２　活動実績
　⑴　包括外部監査のテーマ
　　　 市税並びに使用料及び手数料等に関連する財務事務の執行について
　⑵　対象機関
　　　 財政部、総務部、建設部、商工観光部、農林部、教育部、政策部
　　　 （いずれも令和２年度における名称）
　⑶　実施期間
　　　 令和３年４月１日から令和４年２月１０日まで
　⑷　「監査の結果」及び「監査意見」
      ア　 監査の結果（今後、何らかの措置が必要と認められる事項）：１６件
      イ 　監査意見（今後、何らかの対応を行うことを期待する事項）：２９件
　⑸　措置状況等
　　　 令和４年８月頃公表の予定

達成度

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 －

達成度

実績値

①　事業費（千円） 11,951

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国・県

その他

一般財源 11,951

利用者負担金

正規 1,518 0.2

②　人件費(千円） 1,518 人工

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

・　地方自治法第２５２条３６の規定に基づき、引き続き、包括外部監査契約を締結す
る。
・　令和４年度は、令和３年度の包括外部監査業務受託者と包括外部監査契約を締
結する予定であることから、令和３年度監査の中で認識した本市の行政の実情を踏
まえ、より掘り下げた監査となるものと考える。

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 13,469



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

行政行動指針２０２１－２０２５に示した取組方針であるため

指定管理者制度の推進状況を把握できるため

※ 過去の実績(18人増)に対する現在の実績(8人増)を達成率とした＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)欄参照＞。

部局名 総務部 課 名 行政管理課

事務事業名 行政改革推進
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約

５つの重点戦略

予算中事業名 行政改革推進費

ー 主な取組み

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価 Ｃ　新たな行政課題や多様化・複雑化する市民ニーズに対応するため、既存事

務事業の必要性や取組み方を常に見直し、その中で生み出される経営資源
を的確に再配分する。

＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

目標値 2,073 2,081 2,081 2,081 2,081

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 正規職員配当人数

指標の設定理由

指標の設定理由

目標値 196 196 196 196

１　実施内容
　　　「松本市行政行動指針２０２１－２０２５」に示す市役所組織の方向性を踏まえ、
　事務事業の見直しによる経営資源の最適化に取組む。
　⑴　行政改革見直し検討
　　　 現行の人員数を上限としながら、総合計画を推進し、新たな行政課題等に対応
　　する力を生み出すため、各部局等のプロジェクトチームを中心に積上げ方式によ
　　り事務事業の見直しに取り組む。
　⑵　指定管理者制度の推進
　　　 「公の施設」の管理・運営について、多様化する市民ニーズにより効果的に対応
　　するため、民間事業者の持つノウハウや活力を積極的に活用し、行政の効率化と
　　住民サービスの向上を図る。
２　主な活動実績<R４.4.1>
　⑴　行政改革見直し検討

　　　 正規職員2,0８１人[８人増※１] （前年度2,073人[１８人増※２]）

　　　 会計年度任用職員９７１人[１２人増]（前年度９５９人[１７人増※２]）
　　　 ※１  内５人はワクチン接種に係る増

　　　 ※２　中核市移行に係る増員を除いた増

　⑵　指定管理者制度の推進
　　　 公の施設数　　７０８（前年度７１７）
　　　 指定管理者制度導入対象施設数　１９６（前年度２００）
　　　 制度導入済施設数　　１７６（前年度１８０）
    　 ≪公営住宅法基づく管理代行制度導入施設　３７≫

達成度※ 44.4%

②　成果指標（指標名） 指定管理者制度導入施設数

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 2,081

達成度 89.8%

196

実績値 176

①　事業費（千円） 288

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国・県

その他

一般財源 288

利用者負担金

正規 22,770 3

②　人件費(千円） 22,770 人工

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

　職員配当数については、令和３年度の行政改革をもって、中核市移行、市政の重要
課題等に対応する要員配置が概ね完了したことから、今後は、「現行の人員数を上
限とすることを基本」とする定員管理に取り組む。
　指定管理者の選定については、公募を原則としており、類似都市と比較しても高
い公募率となっている（Ｒ4.４.１ 指定管理者制度導入施設の公募率　56.3％）。今
後は、モニタリング評価結果や財政効果などについて、改めて検証を行い、指定を更
新する場合は、公募による選定を更に推進する。

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 23,058



職員課 

 

課長 青木 宏元 



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

合計コスト①+② 64,476

　職員が安全で健康に、いきいきと働くための環境、制度を整備する必要性がある
ため、事業主として継続して取り組んでいる。
　労働安全衛生法に基づき、職員と産業医で組織する職員安全衛生委員会におい
て、課題や今後の対策等について協議しながら事業を推進している。

正規 16,698 2.2

現状に対する認識 今後の方向性： 継続 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類）

②　人件費(千円） 16,698 人工

0

一般財源 45,748

利用者負担金

国・県

その他 2,030

①　事業費（千円） 47,778

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

100.0%

実績値 1.9%

指標の設定理由

目標値 1.9%

職員のメンタルヘルス推進についての評価

＜健康管理事業＞
１　健康診断(ヘルススクリーニング・人間ドック等）、がん検診
２　相談事業
　⑴　産業医（一般・精神）相談（26回　延べ201人）
　⑵　カウンセリング相談（産業カウンセラー等）（８１回　延べ225人）
　⑶　新規採用職員相談(保健師）　（延べ121人）
　⑷　保健師相談（延べ721人）
３　ストレスチェック検査
　　労働安全衛生法に基づきＨ27年度から実施している。個別診断と、5人以上の
　職場に対する組織診断を実施（2,676人　98.9％実施　組織診断１６8箇所）
４　メンタルヘルス・ハラスメント防止研修会
　　階層別のメンタルヘルス・ハラスメント防止研修の開催
５　予防接種（Ｂ型肝炎・破傷風・麻疹・風疹）
　　感染のリスクが高い業務に従事している職員に対し実施
＜福利厚生事業＞
１　本来、市が行うべき厚生制度（地方公務員法第42条）について、松本市職員共
　済組合に託していることから必要な費用の一部を負担するもの
２　福利厚生事業のうち、スポーツに関する事業について長野県市町村職員組合
　から助成される全額を、実施団体である松本市職員共済組合へ支出するもの

達成度 98.2%

②　成果指標（指標名） 正規職員の精神疾患による長期病休者の出現率

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 98.2%

達成度

目標値 100% 100% 100% 100% 100%

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 健康診断受診率

指標の設定理由 職員の健康行動の評価

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 R3～R7
総合評価 Ａ　職員一人ひとりが、自身の心身の健康を保ち、意欲的にいきいきと働き続

けるため、早期疾病予防に努め健康づくりを推進するとともに、働きやすい
職場環境の整備に努めるもの

＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 職員健康管理事業・職員福利厚生

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

部局名 総務部 課 名 職員課

事務事業名 職員健康管理事業・職員厚生
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

効果的な研修が行われているか、職員の意識確認のため

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 27,443

・令和３年に策定した「第２期松本市人材育成推進計画」に基づき、職員研修を実施
するとともに、研修内容や効果の評価を行い、より効果的な研修の計画、実施に努
める。
・中核市に相応しい職員をめざし、職員の更なる資質向上や職員のやる気を活かす
機会創出などに取り組み、より一層の行政サービスの質の向上につなげる必要があ
る。

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

正規 11,385 1.5

②　人件費(千円） 11,385 人工

一般財源 16,058

利用者負担金

国・県

その他

①　事業費（千円） 16,058

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値

指標の設定理由

目標値

１　実施内容
　⑴　職場内研修（ＯＪＴ）の推進
　　　ＰＤＣＡサイクルを活用した効果的・効率的な職場研修の推進
　⑵　職場外研修（Off-JT)の実施
　　　必要な能力や技能・知識を効果的に習得できる階層別研修等の実施
　⑶　派遣研修
　　　先進的な手法や専門知識の習得のための派遣研修の実施
　⑷　自己啓発の支援
　　　自己研鑽への取組みを支援し、職員の学習意欲向上を図るための費用助成
２　活動実績
　⑴　職場研修（集団指導）
　　　各課5項目以上の研修計画を立て実施（計画に対する実施率98.4％）
　⑵　階層別研修
　　　職層ごとの求められる役割・能力に着眼した研修を実施（延べ3,170名受講）
　⑶　実務・特別研修
　　　業務遂行に必要な知識・技能の習得を図る研修を実施（延べ1,845名受講）
　⑷　派遣研修
　　　外部研修機関、国、県、その他関係機関等へ職員を派遣
　　　（国、県等　14名、外部研修機関　延べ140名派遣）
　⑸　デジタル関係自己啓発
　　　資格取得のための自主研修費用の助成（6名）

達成度 83.0%

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 50

達成度

目標値 60 60 60 60 60

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 意欲を引き出したり、キャリアに役立つ教育が行われていると思う職員の割合

指標の設定理由

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価 Ａ　松本市人材育成基本計画に定める「目指す職員像」、「果たすべき役割」、

「求められる能力」の実現に向けて研修を実施するもの
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 職員研修費

ー 主な取組み ○　外部環境や技術革新に適応できる専門性の高い職員の育成

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費・政策的経費

部局名 総務部 課 名 職員課

事務事業名 職員研修
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ５　市役所・住民自治

５つの重点戦略



工事検査課 

 

課長 齊木 康利 



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

部局名 総務部 課 名 工事検査課

事務事業名 一般事務
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略

予算中事業名 一般事務費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価工事施工の適正化及び施工技術の向上を図るもの ＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

目標値

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　

指標の設定理由

指標の設定理由

目標値

１　実施内容
　　優良建設工事表彰事業
　　優良な成績で完成した市発注の建設工事のうち、特に優秀なものを表彰
　　(評定点81点以上)

２　活動実績
    7件表彰(土木2、建築2、上水道1、下水道1、電気設備1)

達成度

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値

達成度

実績値

①　事業費（千円） 149

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国・県

その他

一般財源 149

利用者負担金

正規 455 0.06

②　人件費(千円） 455 人工

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

・表彰事業を開始してから平均評定点が上がってきたが、最近は75点付近で推移し
ている。
・中間検査時等に監督職員及び現場代理人へ指導・助言を行うことにより、更に公共
工事の品質確保及び施工技術の向上を図る必要がある。

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 604



公共施設マネジメント課 

 

課長 田中 久登 



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

公共施設等総合管理計画に基づく、施設総量削減目標

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 31,041

　施設総量削減に向けて、複合化及び譲渡、除却を行ったものの、松本市の成長や
発展を支える核となる施設の新設による延床面積増加が大きく、施設総量はほぼ横
ばいで推移している。総量削減と長寿命化を推進するだけでなく、経費削減、収益
確保、公有財産の売却、貸付等による財源確保の検討も必要

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 6040 2

正規 22,770 3

②　人件費(千円） 28,810 人工

一般財源

利用者負担金

国・県

その他

①　事業費（千円） 2,231

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値

指標の設定理由

目標値

１　実施内容
　　公共施設の最適な維持管理・更新等を行い、市民サービスを維持しながら、持続
 可能な 行財政運営の確立を図るため、各種計画の策定、改訂、進行管理するとと
 もに、各施設について、ストックマネジメントの観点から保全を行うもの

２　活動実績
⑴ 　総合管理計画の改訂
　　  平成２８年度策定の「松本市公共施設等総合管理計画」を、総務省通知に従い、
   公共施設等に関するこれまでの取組みを検証するとともに、中長期的な維持管
   理・更新等に係る経費の見込みを加えた内容に改訂
⑵　個別施設計画の進行管理
　　 令和２年度策定の個別施設計画の進行管理
⑶　施設カルテの内容の拡充
　　 従来の施設の基本情報、財務情報に加え、利用度とコストによる費用対効果評
   価、施設管理者アンケートの結果による施設性能評価をクロス評価し、一次評価
   を実施
⑷　公共施設マネジメント通信の創刊
　　 市民との公共施設への問題意識の共有のため 、公共施設マネジメント通信「羅
　針盤」を創刊
⑸　ストックマネジメント
　　 公共施設の適正かつ効率的な管理を行うため、「計画的保全の考え方」を策定
　

達成度 ー

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 113

達成度

目標値 112 109 107 104 102

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 公共施設の総量（万㎡）

指標の設定理由

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 H28～Ｒ27
総合評価 Ｅ健全で持続可能な都市経営の実現を目指し、２０年、３０年先を見据えた長

期的視点をもって公共施設の更新・統廃合・長寿命化を進めるもの
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 公共施設マネジメント費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

部局名 総務部 課 名 公共施設マネジメント課

事務事業名 公共施設マネジメント
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 5-11 将来にわたる公共インフラの整備
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略



選挙管理委員会事務局 

 

事務局長 百瀬 誠 



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

活動指数として適当なものがないため、参考として開催実績を記載

部局名 課 名 選挙管理委員会事務局

事務事業名 選挙管理委員会運営
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略

予算中事業名 選挙管理委員会運営費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価　 適正な選挙を執行管理するため、地方自治法第181条に基づき当該委員

会を設置し運営するもの。
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

目標値

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 委員会開催数

指標の設定理由

指標の設定理由

目標値

１　実施内容
　　適正な選挙を執行管理するため、地方自治法第181条に基づき当該委員会を
 設置運営するもの。

２　活動実績
　　委員会開催数 １８

達成度

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 18

達成度

実績値

①　事業費（千円） 5,378

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国・県

その他

一般財源 5,378

利用者負担金

正規 3,795 0.5

②　人件費(千円） 3,795 人工

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

   地方自治法第181条に基づく当該委員会の設置・運営

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 9,173



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

部局名 課 名 選挙管理委員会事務局

事務事業名 負担金(選挙管理委員会事務局）
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略

予算中事業名 負担金

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価 　選挙の適正な管理執行及び選挙関連法令の改正実現のため、総務省等の

関係機関への要請及び会員市区への情報提供を行うもの。
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

目標値

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 全国の市区及び長野県内の市町村で負担しており、成果指数の設定は不適当

指標の設定理由

指標の設定理由

目標値

１　実施内容
 ⑴　全国市区選挙管理委員会連合会負担金
　　　選挙の適正な管理執行及び選挙関連法令の改正実現のため、総務省等の関係
　 機関への要請及び会員市区への情報提供を行う。

 ⑵　全国市区選挙管理委員会北信越支部負担金
 　　 全国市区選管連合会の１支部として、管内５県に対し、より具体的な選挙制度
   の改善研究を行うとともに、選挙の適正な管理執行に向け県代表の理事市相互
   の連携強化を図る。

 ⑶　長野県選挙管理委員会連合会負担金
      長野県選挙管理委員会連合会規約により、選管の事務の円滑な運営及び選挙
   の管理執行の研究を行う。

 ⑷　長野県１９市選挙管理委員会連合会負担金
　　　長野県19市選挙管理委員会連合会規約により、各市選管の事務の円滑な運営
   及び選挙の管理執行の研究を行う。

２　活動実績
　　全国の市区及び長野県内の市町村で負担しており、成果指数の設定は不適当

達成度

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値

達成度

実績値

①　事業費（千円） 118

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国・県

その他

一般財源 118

利用者負担金

正規 759 0.1

②　人件費(千円） 759 人工

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

・公職選挙法改正要望等を国に行うため、各種会議等で決定された議案を、全国の
市区選管と協議する場は必要である。
・長野県内19市及び町村等と連携し、研修会や調査研究及び法解釈等について相
互に連携を図る場は必要である。

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 877



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

活動指数として適当なものがないため、参考として開催実績を記載

活動指数として適当なものがないため、参考として応募実績を記載

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 4,116

・有権者の政治・選挙への関心を高めるため、明るい選挙推進協議会の活動及び明
るい選挙啓発ポスターコンクールは引き続き支援する。
・主権者教育の一環として、各大学等の啓発グループが主体となって取り組む啓発
事業（活動）を支援するなど、投票率向上につながる効果的な事業を行う。

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

正規 3,795 0.5

②　人件費(千円） 3,795 人工

一般財源 321

利用者負担金

国・県

その他

①　事業費（千円） 321

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値 447

指標の設定理由

目標値

１　実施内容
 ⑴　明るい選挙推進協議会活動支援事業
　　　投票率の向上を図るため、公職選挙法第６条に基づき当該協議会を設置し、選
   挙に関する啓発及び周知を行う。
 ⑵　明るい選挙啓発ポスターコンクール支援事業
　　　明るく正しい選挙を推進するため、小・中学生、高校生及び一般人を対象に選
   挙啓発ポスターを募集し、作品展の開催及び優秀作品については表彰式を行う。

2  活動実績
 ⑴　明るい選挙推進協議会活動支援事業
      会議の開催回数　３
　 　 ただし、定例的な開催のため目標値の設定は不適当
 ⑵　明るい選挙啓発ポスターコンクール支援事業
　 　 作品応募数  447
　 　 ただし、教育現場へ依頼するため目標値の設定は不適当

達成度

②　成果指標（指標名） 作品応募数

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 3

達成度

目標値

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 会議開催数

指標の設定理由

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価　 投票率の向上を図るため、公職選挙法第６条の規定に基づく選挙に関す

る啓発及び周知を行う。
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 選挙常時啓発費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

部局名 課 名 選挙管理委員会事務局

事務事業名 選挙常時啓発
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

活動指数として適当なものがないため、参考として投票率を記載

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 169,281

・公職選挙法の定めにより、投開票所の施設確保や物品調達などの準備事務をはじ
め、ポスター掲示場の設置・管理、期日前投票、不在者投票及び当日投票の運営な
ど、各種公職選挙の適正な執行管理を継続して実施する。
・選挙に関する事務を公正かつ効率的に実施するため、選挙事務マニュアルの見直
し及び周知徹底、実務研修会での留意点の確認などを通じた事務執行能力の向上
に取り組んでいる。

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

正規 18,216 2.4

②　人件費(千円） 18,216 人工

一般財源 4,004

利用者負担金

国・県 147,061

その他

①　事業費（千円） 151,065

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値

指標の設定理由

目標値

１　 実施内容
　　 公職選挙法の規定に基づき、任期満了等に伴う各種公職選挙の執行管理を行
う。
２ 　活動実績
 ⑴ 　令和３年度
  　　 R3.4.25執行参議院長野県選出議員補欠選挙
  　　 R3.10.31執行衆議院議員総選挙
　  　 R3.10.31執行長野県議会議員補欠選挙
 ⑵　 令和４年度
　　　 R4.7.10執行参議院議員通常選挙
　　　 R4.8.7執行長野県知事選挙
　　　 R4.10執行予定財産区議会議員一般選挙
 ⑶　 令和５年度
　　　 R5.4執行予定長野県議会議員一般選挙
　　　 R5.4執行予定松本市議会議員一般選挙
　　　 R6.3執行予定松本市長選挙
 ⑷　 令和７年度
　　　 R7.7執行予定参議院議員通常選挙
       R7.10執行予定衆議院議員総選挙
3　移動期日前投票所投票者数
　　R3.10.31執行衆議院議員総選挙 223人
　  R3.10.31執行長野県議会議員補欠選挙　223人

達成度

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値 参院補選37.17, 衆院選
55.26, 県議補選54.65

達成度

目標値 参院選50.0, 衆院選57.0,
県議補選45.0

参院選50.0、県知事選40.0
県議選45.0,市議選45.0,市
長選50.0 ― 参院選50.0,衆院選57.0

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　 投票率

指標の設定理由

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価　 公職選挙法の規定に基づき、任期満了等に伴う各種公職選挙の執行管理

を行う。
＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名
参議院議員選挙執行費、衆議院議員選挙執
行費、長野県議会議員選挙執行費

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

部局名 課 名 選挙管理委員会事務局

事務事業名 選挙執行
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略



監査事務局 

 

事務局長 加藤 政彦 



事務事業評価票

＜第１１次基本計画の位置付け・重点戦略＞

＜予算上の位置付け＞

継続今後の方向性：

合計コスト①+② 156

監査の質を低下させることなく、監査能力の向上を図るため、今後も積極的に各種
研修への参加及び情報収集に努めていく。

現状に対する認識 会計年度任用
（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ３・４類） 0

＜現状に対する認識と今後の方向性＞ 会計年度任用
（ﾌﾙﾀｲﾑ、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ1・2類） 0

正規 61 0.008

②　人件費(千円） 61 人工

一般財源 95

利用者負担金

国・県

その他

①　事業費（千円） 95

＜コスト一覧＞
区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値

指標の設定理由

目標値

１　全国都市監査委員会負担金
　　　全国都市監査委員会の運営及び事業実施に対する負担金
　　　(令和３年度は、「令和２年７月３日からの大雨による災害」により災害救助法の
　　適用を受けたことから、会規約により負担金が全額免除となった。）

２　東海地区都市監査委員会負担金
　　　東海地区都市監査委員会の運営及び事業実施に対する負担金
　　　(令和３年度は、「令和２年７月３日からの大雨による災害」により災害救助法の
　　適用を受けたことから、会規約により負担金が全額免除となった。）

３　会議・研修負担金
　　　日本経営協会等、各種研修参加負担金
　　　（令和３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止が多く、日本
　　経営協会主催のオンライン研修のみ参加となった。）

達成度

②　成果指標（指標名）

＜事業の実施内容及び活動実績(実績値)＞ 実績値

達成度

目標値

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①　成果指標（指標名）　

指標の設定理由

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 ～
総合評価　全国及び東海地区都市監査委員会が実施する総会・研修会、並びに日本

経営協会等が主催する各種研修会に参加することにより、監査を取り巻く
状況等の情報収集を図るとともに、監査能力の研鑽を図る。

＜指標の達成状況＞

区分 令和３年度 令和４年度

予算中事業名 負担金

ー 主な取組み ―

会　計　名 一般会計 予算要求区分 経常経費

部局名 0 課 名 監査事務局

事務事業名 負担金
＜市長公約の位置付け、予算要求区分＞

基本施策名 ― ―
市
長
公
約

公約 ―

５つの重点戦略


